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1 . Fまじめに

土地利用と交通の一体計画の必要性に関しては,

都市の計画に関わる誰もが周知のことであろう。
しかるに, 後さする諸外国の実情と比較すると,
わが国の現状は極めて遅れていると言わざるを得

■い。近年の各種計画のほぼ全てにおいて, 計画
課題としての土地利用と交通の二体化と言う記述
が含まれているが, それらのほとんどは一方を与

件とした上でもう上方の計画を策定しているもの

である。言いかえると, 一方の既存計画あるいは

既存の将来設定との整合性を図ることを主体化と

誤認しているものである。

その代表例としては, パーソントリップ (PT )

調査に基づく交通マスタープランの策定があげら
れる。従来のPT 調査においては, 各種の統計と

諸計画をもとに将来の土地利用を設定し, 四段階

推定法のもとに交通需要を予測し, 交通施設整備
のマスタープランを提示している。この計画過程
に→いては, 交通施設整備に関する各種代替案が

存在するはずである。しかるに, 異なる交通ネッ
トワーク代替案に対しても, 将来の土地利用は丁

定と仮定して分析が行われる。

一方で土地利用に関わる各種施策を見てみると,

例えば郊外部の市街化区域への編入すにヽわゆる線

引き見直しは, 実施時期も明確でない都市計画道

路を拠り所に, 公共交通機関とはほとんど無関係
に設定されているのが実情である。従来の線引き

見直しにおいては, 見直し当該地域以外における

交通への影響を分析することはほぼないと言えよ

う。交通整備計画のT 方で, 郊外部の線引きが拡

大され, 公共交通では対応できない低密な住宅開

発が進行し,1自動車交通問題を深刻にしている現

況は, 土地利用と交通の一体的計画からはほど遠

いものである。

本稿では土地利用と交通のT 体的計画の必要性
に関して, まず, その本質的な意味と今日的な課

題について整理し! さらに一体計画を実効あるも

のにするための技術的ツールである土地利用 ・交

通モデルの現状と適用例に関して概観するもので

ある。

2 . 土地利用と交通の相互作用

2.1.土地利用・交通 ・環境システム

都市の計画を行う場合, その主要な構成要素と
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して, 土地利用, 交通, そしてそれらに伴う環境

に着目して考える必要がある。土地利用はいわゆ

る土地あるいは広く不動産市場として, 地価に代

表される価格を通してその利用が決定される。
一

方, 交通も料金に時間や快適性等を加えたいわゆ

る一般化費用を介しての市場を形成していると考

えられる。土地利用の変化は交通起終点の変化と

して直接的に交通需要に変化をもたらし, また,

交通条件の変化は施設立地の優位性を変化させる

ことにより土地利用分布に影響を与える。このよ

うに土地利用と交通の間には強い相互作用 (in_

teractibn) があることから, 両者はどちらが先

決事項であるかという意味において 「鶏と卵」,

両者は表裏二体の関係という意味で 「コインの表

裏」, さらに, 両者のバランスに不都合があると

正しい方向に向かうことができないという意味で

「車の両輪」に例えられる。

2.2.立地選択と交通選択
一般に, 交通需要のほとんどはいわゆる派生需

要である。すなわち目的地に存在する施設におい

て, 就業, 買い物等を行おうとする本源的な需要

に伴って派生する 「出発地から目的地への移動」

が交通 ( トリップ) である。出発地と目的地の施

設はいわゆる土地利用として定義され, その意味

で交通問題の本質は土地利用にあるといえる。ま

た, 世帯が住居を選定する際には, その日常的な

交通に使用する手段は当然決定している。商店や

工場等の場合も同様である。言いかえるとす土地

利用変化の段階で, 交通に関わるほとんどの項目

は既に決定されていると言える。

2.3.土地利用と交通の主体計画とは

土地利用, 交通, そして環境に関わる政策手段

は大きくは 「規制」「料金制 (経済的施策)」「運

営」「教育 ・情報」そして 「投資 (施設建設)」に

分類することができる
1
ち 各種の政策実施に対 し

て市場が反応することにより都市は変化していく。

土地利用, 交通, そして環境は相互に作用し合う

ことから, 1土地利用を直接に対象とした施策であっ

ても, 当然のことながら交通そして環境に正負の

影響を及ぼす。土地利用 ・交通 ・環境システム全

体の効率性の観点から; 短期, 中期, 長期といっ

た時間的枠組みや, 「pul1 4五d push」といっ■複

合施策の設計を行う必要がある。

土地利用と交通に関わる諸政策手段を総合的に

対象とし, 土地利用と交通の相互作用を明示的か

つ科学的に分析した上で策定される計画が, 二体
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的な土地利用交通計画と呼べるものであると

3 . わが国の現状と一体計画の課題

3.1.社会構造変化      !

少子高齢化の進行とともに都市圏においても今

後近い将来には人口減少状態に移行するとまた,

人口だけではなく年齢構成の変化は交通状況に大

きな影響を与えるものであるとこれま:での都市に

関わる計画のほとんどは都市圏の拡大を前提とし

たものであらた。また, 年齢構成に関しては,
一

部の地区を除いてはそれ'まど明示的に分析されて

は来なかったと言えよう。都市圏内における年齢

構成別人口分布は, 交通に限らずあらゆる公共サ
ー

ビスの需要予測の基礎となるものである。

3.2.都市の郊外化と持続可能性

最近の地方中核都市においては, 人口増加は停

滞しているにもかかわらず, その郊外化が進行し

ているところがほとんどである。この都市の郊外

化現象は様々な都市問題の本質的な原因となって

おり, いわゆるうンパクトシティ論議に繋がるも・

のであるさ交通問題だけを取り扱うのではなく,

その本質的な原因である土地利用に関しての計画

が重要である。

3.3。「交通資源制約」の視点

これからの計画においても, 基本的な交通施設

整備が必要性であることには変わりはない。しか

るに, 人口減少を間近に控え, 環境, 土地, そし

て財源等の各制約の下では, 新規の交通整備には

自ずと限界があると言える古そのため, 今後整備

が確実に行える施設を含めての交通施設を資源制

約と考えて, 都市圏の土地利用を考える時期に来

ている。オランダにおけるA BC 政策はこの視点

からの政策である。仙台都市圏総合都市交通協議

会ではこの視点からの提言を行っている
2)と

3.4.土地利用交通二体計画の課題

土地利用と交通の一体的な計画を目指しながら

も, 実質的には部分的な反映にとどまっている理

由としては, 制度的なものと技術的なものが存在

する。  |_|   ! !  |  _ l t !………

制度的な理由はいわゆる縦割り行政と呼ばれる

ものであるがすこれは都市ヤスタープランという

制度として, その改善が期待できるものであり,

また実行していかなければならない。しかし, わ

が国に
「
おいては, 都市計画と交通計画の業務があ

まりにも分化じすぎており, また, その多くはルT

チンワークとして固定化されてきている点が問題



である3     1
- 方j 土地利用と交通の―体計画の実現を困難

―

にしている理由として, わが国における土地利用

モデルの認知度と技術力の低さがあげられる。交

通モデルは多くのコンサルタントにおいて基本技

術として位置づけられている。その一方で, 土地

利用モデルを保有しそれを用いての分析ができる

コンサルタントは, 著者の知る限り, わが国にお

いては■社だけである。次章以降では, わが国で

の適用は限定的であるが, 世界的には既に各所で

適用されている土地利用 ・交通モデルに関して紹

介すると

4 . 土地利用 ・交通モデルの概要

4.1.モデル構造

土地利用モデルは交通モデルほど一般的ではな

いため, ここで簡単にその機能について説明して

おくことも必要であろう。ここで取り上げる土地

利用モデルは, 都市圏における居住および就業分

布等をゾーン単位で予測するオペレニシ当ナルな

シミュレーショ/ モデルである。

代表的な土地利用 ,交通モデルの構造は図 1 の

ように表すととができる。この図では, 土地利用

モデルの出力を交通モデルの入力として, 逆に交

通モデルの出力を土地利用モデルの入力とする構

造であり, 相互作用モデル (interaction m odel

あるいは com ゴosite m Odel) と呼ばれる。 しかゝ

し先にも記したとおり立地選択時において交通選

択のほとんどは既になされていることから, 土地

利用モデルに交通モデルを一体化 した構造も存在

するもこれらは一体化モデル (integratもd m Odel

あるいはunified m odel) と呼tゴれる。

4.2.準動学モデル

土地利用交通モデルのほとんどは, 一期

5 年での準動学モデルとして実行されるこ

とが多い。その際, 土地利用変化の結果と

しての交通状況には時間遅れがないが, 新

たな交通所要時間をはじめとする交通条件

は次の期の土地利用変化の説明変数となる

構造が一般に採用されている。

4.3.モデルの入出力

土地利用モデルにおいては, 都市圏全域

での各期における将来経済活動量が, 総世

帯数や業種別従業者数として, 外生的に与

えられる。土地利用モデルは, これらの経

済フレームヮークの地域内配分モデルであ

る。そして, 世帯の住宅立地や企業の店舗や工場

立地の優位性を規定する土地条件が説明変数とし

て入力される。交通所要時間は主要な説明変数の

T つである。土地利用千デルの中には, 土地利用

の立地決定と同時にその立地主体の付け値地代が

顕在化する構造で地価が内生化されているものが

ある。このようなモデルの場合; 各期におけるゾー

ン別の土地利用分布と地価が出力される。

5 . 諸外国における土地利用・交通モデルの概況

5,1.世界の土地利用 ・交通モデル      |

土地利用 ・交通モデルの最新のレビュT 論文で

あるW eg6ner
3)では20のモデルを紹介し, それ

らの相互比較の他に, 最新の応用例に関しても報

告している。

5,2.米国 M PO

土地利用 と交通モデルの実際の計画における適

用事例が多いのは米国である。 多 くの M PO

(M etropolitan P lanning C)rganizatib五)に】b い
｀

て土地利用 ・交通モデルが用いられている。その

理由としては改正大気浄化法 (Cleatt A ir A ct A

m endm ents) , 陸 上 交 通機 関 問効 率 化 法

(Interm Odal surfacl Transportation E fficiency
A ct), 21世紀交通公平法 (TrttspbrtatiOn E q―

uity A ct for th1 21st C entury) におぃて, 都市

圏の土地利用と交通計画の統合が義務化されてい

ることがあげられるとM PO の多くは既存の数種

のモデルのいずれかを適用しているが, 規模の大

きなところにおいては独自開発も行われていると

その中でも, オレゴシモデル改良プ占グラム
4)に

図 1 土地利用 ・交通 ・環境統合モデルの構造
2)

[T he C en era l S tructu re o f an ln teg ra ted L an d―U se, ‐

T ra nsport and E nvirOnm en↓M odel]

Et]
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おける大規模なマイクロシミュレーションモデル

の開発は, 現在世界で最も活発な土地利用 ・交通

モデル開発プロジェクトである。

5。3.C a m bridge Futures

英国における土地利用交通モデルの最新の適用

例としては, cam bridge F utw es プロジ■クト
5)

があげられる。これはIT 産業により成長著 しい

ケンプリッジ州の将来のあり方に関して, 8 つの

開発あるいは保存代替案を提示し, その中のどれ

を選択すべきかを住民に間うものである。その判

断資料として, 各代替案の下での土地利用と交通

予測から導かれる 「経済的効率性」「社会的公平

性」「環境質」指標を提示している。このプロジェ

クトで用いられている土地利用 ・交通モデルは,

世界で最も適用例が多いM E P L A N
3)でぁる。

6 . 土地利用 ・交通モデルを用いた分析例

6.1.札幌都市目 G IS に基づく土地利用交通分析

システム

筆者 らの研究グループでは, 札幌と仙台両都市

圏を対象 として, 土地利用 ・交通 ・環境分析 シス

テムの開発と共に, そのために必要な G IS シス

テムを整備してきている。現在整備しているモデ

ルは, 独 自開発の土地利用 モデルであ る

R U R B A N l)'3,と, 世界的に適用事例が多い土地

利用 ・交通モデルノヾッケージTR A N U S
3)でぁる。

このシステムを用いて, 交通需要予測の事後評

価
6)をはじめとする各種の応用分析を行っていると

ここでは紙幅の都合上一つの適用事例を紹介する。

6.2,コンパクトンティ評価

いわゆるコンパクトシティに関して, 何故それ

が望ましいのかの根拠が明確でないままに, 議論

が各所でなされている。ここでは, 各種の複合政

策の下に将来の土地利用と交通状況を予測し, そ

の結果として得られる各種指標を比較することに

より, 政策目標の達成度を評価するという視点で

の土地利用 ・交通モデルの適用例について紹介す

る7)。

この適用においては, 各期間における, 混雑や

環境等の指標の他に, 財政支出の必要額に関して,

資本費 と維持管理費用別に算出している点が特色

である。期間毎の財政支出必要額に対して, 財政

計画を立案し, それが総合的な財政計画から見て

持続可台となものであるかの検証に用いることがで

きる。また, 当面の混雑状況の後に, 人口減に起

因する混在解消がどのように進行するのかも示さ
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れる。このように土地利用 ・交通モデルを用いる

と, 概念的なヨンパクトンティの議論ではなく,

各種の評価指標から見て望ましい都市政策のあり

方を具体的に議論することが可能となる。

7 , おわりに

G IS に基づく土地利用 ・交通総合計画分析支援

システムの整備は, 土地利用と交通に関わる関連

部局さらには住民を含めての 「フォーラム」を実

質的に可能にするという意味で極めて重要である。

プロジェクターの画面を共通のキャンバスとして,

各自の発案による各種施策代替案を画面上で入力

し, その効果影響予測を, その場で, わかりやす

く表示することが可能である。このことにより,

実質的な一体計画の策定に寄与することが期待さ

れる。

このような技術開発と制度改善を通して, 土地

利用と交通の
一体計画を実効あるものにしていく

ことが, 財源をはじめとする諸資源制約の厳しさ

が増す状況下において益々重要になってきている6
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